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管轄内に大規模倉庫を有する消防本部への 
アンケート調査結果 

 

Ⅰ 調査方法 

1. 対象 

管轄内に大規模倉庫を有する消防本部（６８消防本部） 
 

2. 調査内容 

50,000㎡以上の大規模倉庫の対象物調査及び管轄消防本部警防対策調査 
 

 

Ⅱ 回収状況 

２１９の対象物、６８の対象消防本部から回答が得られた。（回収率１００%）。 

 
Ⅲ 調査基準 

平成 29年４月 1日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料３－６ 
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【調査結果】 
50,000㎡以上の大規模倉庫の対象物調査及び管轄消防本部警防対策調査 
 

（１） 外壁破壊手段 

① 外壁破壊手段 
 

 
 

 

【全体割合】                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【外壁破壊手段の種類】 

特別救助車（ユンボ）1本部２台 

      
                      

           

 

 

 

 

 

 

 

（市川市消防局） 
 

 

 

 

 

 

地上面から高所（８ｍ以上）に開口部を設定するための外壁等破壊手段（重機）を有して
いますか。 
なお、梯子車に搭乗しエンジンカッター等を使用した破壊等は除きます。 

1%

99%

有している〔１本部〕

有していない〔６７本部〕
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② 民間事業所等との外壁等破壊活動協定 
 

 
 

【全体割合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人口規模別】                      

 
 

 

 

 

10万未満 10万以上－30万未満 30万以上－70万未満 70万以上

「締結していない」 100% 87% 67% 62%
「締結している」 0% 13% 33% 38%

0%

10%

20%
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40%
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70%

80%

90%

100%

管轄人口規模別の回答割合

規模に関わらず、倉庫火災やその他の火災時において、建築事業者やその他団体との間
で、外壁等破壊活動を可能とする協定を締結していますか。 

21%

79%

締結している〔１４本部〕

締結していない〔５４本部〕
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（２） 警防計画及び消防活動要領 

① 警防計画 
 

 

 

【全体割合】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人口規模別】  

 
 

【備考】 

警防計画とは、対象物の構造、付近水利の状況、危険物保有状況など、警防活動上必要

な情報を事前に調査し、その情報を記したもの。 
 

 

10万未満 10万以上－30万未満 30万以上－70万未満 70万以上

「策定していない」 60% 67% 60% 38%
「策定している」 40% 33% 40% 62%

0%
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100%

管轄人口規模別の回答割合

貴消防本部において、個々の大規模倉庫（5万㎡以上）に対する警防計画を策定していま
すか。 

41%

59%

策定している〔２８本部〕

策定していない〔４０本部〕
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② 消防活動要領 

 

 

【全体割合】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人口規模別】 

 
 
 

【備考】 

消防活動要領とは、消火活動を実施するための戦術や活動の取決めを明記したもの。 

本部により、マニュアル・戦術の名称で定めているものを含む。 

10万未満 10万以上－30万未満 30万以上－70万未満 70万以上

「策定していない」 90% 93% 100% 46%
「策定している」 10% 7% 0% 54%

0%

10%

20%
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40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

管轄人口規模別の回答割合

規模に関わらず、貴消防本部において、倉庫火災に対する消火活動要領は策定しています
か。 

15%

85%

策定している〔１０本部〕

策定していない〔５８本部〕
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（３） 倉庫火災に効果的な車両・資器材 
 
 

【全体割合】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人口規模別】 

 
 

 【倉庫火災に効果的な車両】              【排煙高発泡車】 
 

 

 

 

 

 

 

【屈折放水塔車）】 

 

 

 

 

                     

 

 

10万未満 10万以上－30万未満 30万以上－70万未満 70万以上

「保有していない」 90% 73% 67% 15%
「保有 している」 10% 27% 33% 85%

0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%

100%

管轄人口規模別の回答割合

車両名 保有本部数 保有台数 

特別高度工作車 ３本部 ３台 

重機 １本部 １台 

排煙高発泡車 ６本部 １０台 

ブロアー車 ３本部 ３台 

屈折放水塔車 １本部 ４台 

大容量送水ポンプ車 １本部 １台 

大型放水砲搭載ホース延長車 １本部 １台 

倉庫火災に対応する上で、効果的な車両・資機材を有していますか。 

37%

63%

保有している〔２５本部〕

保有していない〔４３本部〕
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（４） 対象物情報 

① 火災発生状況（過去１０年間の火災件数） 
                                                

           

          

                

       

 

 

② 主な収容物（消防本部で把握しているもの） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【その他】 

・重機部品  ・精密機器 

・鉄鋼    ・紙幣 

・医薬品   ・災害支援物資 

・指定可燃物 （合成樹脂等） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

火災発生件数 焼損床面積 

18件 

（16対象物） 

0㎡（ぼや） 14件 

1㎡  1件 

約 5㎡  1件 

約 10㎡  1件 

165㎡  1件 

※１対象物で２件火災が発生している対象物 

が２対象物ある。 

74

53
44

34
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（５） 対象物周囲の水利状況 

① 消防用水（各対象物単位に算出） 

【全体割合】  

 

【消防用水とは】 

 消防用水とは、その対象物の消火活動や延焼防止のため、消防隊が使用することを目的とし

て、設置を建物関係者に義務づけている防火水槽又はこれに代わる貯水池その他の用水で、防

火管理者が維持管理をするものである。 
 

 消防法施行令第２７条（消防用水に関する基準）【一部抜粋】 

 百貨店、旅館、倉庫等〔別表第１（１）項から（１５）項まで、（１７）項及び（１８）項に

掲げる建築物〕で、その敷地の面積が 20,000㎡以上あり、かつ、その床面積が、耐火建築物

にあっては 15,000㎡以上、準耐火建築物にあっては 10,000㎡以上、その他の建築物にあっ

ては 5,000㎡以上のもの 

                               

設置を要する防火対象物 有効水量 

耐火建築物で 1階 2階の床面積の合

計が 15,000㎡以上 
床面積を 7,500で除した商に 20㎥を乗じた量以上 

準耐火建築物で 1階 2階の床面積の

合計が 10,000㎡以上 
床面積を 5,000で除した商に 20㎥を乗じた量以上 

その他の建築物で 1階 2階の床面積

の合計が 5,000㎡以上 
床面積を 2,500で除した商に 20㎥を乗じた量以上 

高さ 31ｍを超え、かつ延べ面積(地

階を除く部分)が 25,000㎡以上 
床面積を12,500で除した商に20㎥を乗じた量以上 

ア 1%

イ 20％

ウ 50%

エ 29%

ア 0㎥〔３対象物〕

イ 40㎥～100㎥〔４４対象物〕

ウ 100㎥～200㎥未満〔１０９対象物〕

エ 200㎥以上〔６３対象物〕
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② 対象物敷地外周から半径 140m以内の消火栓数（各対象物単位に算出） 
 

【全体割合】  

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 消火栓の最大管径（各対象物単位に算出）  ※消火栓数０基の対象物除く 

【全体割合】  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 対象物敷地外周から半径 140m以内の防火水槽数（各対象物単位に算出） 

【全体割合】 

 

 

 

 

 

 

 

ア 4％

イ 64％

ウ 25％

エ 7％

ア 0基〔８対象物〕

イ 1基～10基〔１４０対象物〕

ウ 10基～20基未満〔５６対象物〕

エ 20基以上〔１５対象物〕

ア 1％
イ 9％

ウ 51％

エ 39％

ア 30ミリ～50ミリ〔１対象物〕

イ 50ミリ～150ミリ〔１９対象物〕

ウ 150ミリ～300ミリ未満〔１０８対象物〕

エ 300ミリ以上〔８３対象物〕

ア 16％

イ 67%

ウ 16％

エ 1％

ア 0基〔３６対象物〕

イ 1基～10基〔１４６対象物〕

ウ 10基～20基未満〔３６対象物〕

エ 20基以上〔１対象物〕
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⑤ 防火水槽の合計容量（各対象物単位に算出）  ※防火水槽数０基の対象物除く。 

  【全体割合】 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

⑥ 対象物周辺の自然水利までの距離（各対象物単位に算出） 

 【全体割合】 

 

⑦ 対象物周辺の自然水利種別（各対象物単位に算出）  ※未入力対象物除く。 

  【全体割合】 

ア 13％

イ 10％

ウ 59％

エ 18％
ア 20㎥～50㎥〔２４本部〕

イ 50㎥～100㎥〔１８本部〕

ウ 100㎥～500㎥未満〔１０８本部〕

エ 500㎥以上〔３３本部〕

ア 31％

イ 34％

ウ 14%

エ 21%
ア 0m～100m〔６９対象物〕

イ 100m～500m〔７４対象物〕

ウ 500m～1000m未満〔３１対象物〕

エ 1,000m以上〔４５対象物〕

ア 34％

イ 13％

ウ 53%

ア 河川〔７４対象物〕

イ 池、湖〔２９対象物〕

ウ 海〔１１６対象物〕
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⑧ 前述以外の水利 

２１９対象物のうち、消火栓等の水利以外に消防水利の基準を満たす水利があると回答

されたのは３２あり、その水利の内訳は次のとおり。 
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（６） 応援協定 
 

 

【全体割合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人口規模別】 

 
 

 

 

 

10万未満 10万以上－30万未満 30万以上－70万未満 70万以上

「締結していない」 80% 57% 47% 15%
「締結している」 20% 43% 53% 85%

0%
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50%

60%

70%

80%

90%

100%

管轄人口規模別の回答割合

倉庫に関わらず、近隣や県下から指揮隊を受援する協定を締結していますか。 

49%51%

締結している〔３３本部〕

締結していない〔３５本部〕
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（７） 広報 
 

 

 

【全体割合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【人口規模別】 

 

10万未満 10万以上－30万未満 30万以上－70万未満 70万以上

「設けていない」 60% 47% 40% 0%
「設けている」 40% 53% 60% 100%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

管轄人口規模別の回答割合

消防活動途中において、報道機関等へ情報提供や広報を実施する要領や基準等を設けてい
ますか。 

62%

38%
設けている〔４２本部〕

設けていない〔２６本部〕
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